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 このように 1980 年代後半から 1990 年代は、まさに外資系小売企業の台湾出店の草創期
であると同時に、日系・欧米系の外資系小売企業と地場小売企業との小売企業間における
競争構図が浮き彫りになった時期でもある。例えば日系小売企業でいえば、1980 年代に出
店した食品スーパーのほとんどは、1990 年代前半に姿を消した。また 1990 年代は日系百
貨店の建設・出店ラッシュが到来した時期でもあった。 





























































ことで新たな視点を提示し、企業のグローバル戦略としての Salmon = Tordjman（1989）の
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①高コスト・高コントロール、②中コスト・中コントロール、③低コスト・低コントロー
ルの３つに分け、合計 12 のマトリクス上で４つの小売企業を分類した（図１-２）。 
 




































































表１-２ Bartlett = Ghoshal の企業類型 
出所：Bartlett,C.A. and S.Ghoshal,Managing Across Borders : The Transnational Solution,HBS Press,1989（吉




のが、Helfferich 他（1997）である。彼らの戦略枠組みは、先の Bartlett = Ghoshal（1989）
















































表１-３ Goldman による戦略類型 
出所：Goldman,A.,“The Transfer of Retail Formats into Developing Economies : The Example of Chaina 
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２次市場 進化上の圧力 資産の開拓 
３次市場 





































































 さて日系小売企業はどうであろうか。2008 年度の世界の売上高上位 100 社では、セブン
＆アイ・ホールディングス（第 14 位）、イオン（第 17 位）、ヤマダ電機（第 43 位）、伊
勢丹・三越ホールディングス（第 63 位）、ユニー（第 77 位）、ダイエー（第 87 位）、J
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表１-４ 青木氏の小売国際化のフレームワーク 

























内なる国際化 国内市場参入 商品輸出 知識獲得






































































































































































































  2)また、店舗数は川端氏の調査時点の 2005 年 12 月時点を基本として、筆者把握データ（2010 年４月 
  現在）を太字で表中に記入した。なお CVS の店舗数については、最新データと考えられる川端基  
 夫『日本企業の国際フランチャイジング』新評論、2010 年、82～83 ページを参照した。 
出所：川端基夫「日本小売業の多国籍化プロセス」『経営学論集』（龍谷大学）第 46 巻第３号、2005 年
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した経験を活かして、いち早く 1960 年に香港、1964 年にはバンコクに出店(72)している。
また松坂屋は 1966 年にマニラに出店した。 


































 それが 1980 年代に入ると日系百貨店の出店様相が一変する。伊勢丹がマレーシア（1988
年）、そごうがタイ（1984 年）、シンガポール（1986 年）台湾（1987 年）、大丸がシン

















パー（1985 年にバンコク）やミキサワ（1983 年にマレーシア、1985 年にシンガポール）
では、完全に現地消費者を意図した出店であったが、後に販売先は在外邦人へと移行した
という興味深い示唆が得られている(78)。台湾では、日系食品スーパーの出店加速が 1980




























 日系小売企業の出店の転機が訪れるのが 1990 年代である。出店行動よりも撤退行動が顕
著となるのがこの時期からである。それは 1990 年代前半と後半でさらに明確になる。特に
日系百貨店の出店数では、欧州、アジアともに最大期を迎える。欧州では伊勢丹がウィー
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ン（1990 年）、バルセロナ（1993 年）、三越がマドリッド（1990 年）、バルセロナ（1991
年）、ベルリン（1992 年）、そごうがローマ（1991 年）、ミラノ（1991 年）、ロンドン
（1992 年）、バルセロナ（1993 年）、小田急百貨店がパリ（1991 年）へと出店している。








台湾（1992 年）、そして中国（1993 年）、西武百貨店が中国（1993 年）、そごうがイン
ドネシア（1990 年）、マレーシア（1994 年）、中国（1998 年）などへ出店している。日
系百貨店でアジア進出の後発組である高島屋は、台湾（1994 年）、シンガポール（1995
年）、阪神百貨店は台湾（1993 年）へと出店した。日系百貨店の欧州市場への出店は 1990




出店は香港（1990 年）、インドネシア（1995 年）、シンガポール（1995 年）、タイ（1996
年）、中国（1996 年）、ベトナム（1999 年）と最も広範囲に出店した西友や、タイ（1991
年）、中国（1991 年）、インドネシア（1992 年）、マカオ（1992 年）に出店を伸ばした
ヤオハンである。またその特徴を挙げれば、アジア市場において、1990 年代に出店したス
ーパーの全店舗数の半分は中国への出店であり、しかも 90 年代後半にダイエ （ー1995 年）、
イオン（1996 年）、イトーヨーカ堂（1997 年）、ニコニコ堂（1997 年）、平和堂（1998
年）、マイカル（1998 年）の出店が相次いだ。このように、1990 年代前半までの出店を境
として 90 年代後半には出店数が半減し、むしろ撤退件数が多くなる日系百貨店に対して、
逆にスーパーは 1990 年代前半から後半にかけて出店数を倍増させるのである。 
 とりわけ、1990 年代の前半と後半とで海外出店の様相が百貨店とスーパーで大きく異な
り、撤退時期にもずれが生じているのは、スーパーが百貨店に遅れること約 15 年と、出店

























































































































































































































プロセス 局面 大 中
②店舗開発 開 発 業 者 の有 無、不動産慣行 什 器 等 の調 達 ・ 適 合 度
⑤店舗運営・管理 家賃変動、テナントリーシング環境 光 熱 費 等 の公 共 料 金 コ ス ト
3 多店舗展開行動 ②から⑤
上記に加えて、消費者の分散状況、他店
舗 の立 地 状 況
継続的資金調達














市場成長性、市場規模、パ ー ト ナ ー の

























































































































 日系百貨店は 1950 年代以降、欧州市場およびアジア市場に向けて出店を行ってきた。そ
の販売対象は、①日本人旅行者、②在外駐在員とその家族が为であった。海外出店が本格








































り、出店時期は 1980 年代後半から 1990 年代に集中する傾向にあった。とりわけ中国への


























により、百貨店、スーパーともに出店を増加させる。そして、1980 年代を経て 90 年代前




























































ており(99)、第 10 位には地場企業の遠東百貨がランク付けされる。次に CVS は、売上高の
鈍化が懸念されているが、売上高最上位の統一超商（セブン-イレブン台湾）(100)に続いて、
日系小売企業の全家便利商店（台湾ファミリーマート）が 1988 年に出店して以来、2,450






％出資）も 2003 年に参入し、２号店まで開店させたが、現在は閉店・撤退している。 
 
表３-１ 台湾における为な小売企業の売上高（2009 年） 
注：業態欄の※印の太平洋崇光は遠東グループ傘下。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、24～28 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 スーパーは、売上高上位 10 位以内にランキングする大企業は１社のみであり、外資系企
順位 企業名（店舗名） 売上高(億元) 業態（国・参入形態）
1 統一超商（7-ELEVEN） 1482.78 CVS（アメリカ・ライセンス供与）
2 新光三越 658.00 百貨店（日本・合弁）
3 家楽福（カルフール） 618.00 量販店（フランス・合弁）
4 全聯福利中心 500.00 スーパーマーケット
5 大潤発（RT-MART） 408.00 量販店（フランス・合弁）
6 全家便利商店（Family Mart） 392.05 CVS（日本・合弁）
7 太平洋崇光 353.00 百貨店（日本・合弁）※
8 燦坤實業 270.00 家電量販店
9 好市多（COSTCO） 245.00 量販店（アメリカ・合弁）
10 遠東百貨 223.00 百貨店
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業では香港資本の頂好恵康（wellcome）や日系の松青商業が比較的店舗数を増加させてい
る。 
 このように台湾小売企業の特徴は売上高で見れば、売上高上位 10 社中６社が外資系小売
企業という「外資上位集中競争関係」がうかがえる。これは 1980 年代後半からの台湾政府


















展開』中央経済社、2009 年 7 月、133 ページおよび一部企業への筆者ヒアリング結果。 
 
順位 店舗名（業態） 提携先 提携先の資本比率 提携先の分野
1 新光三越（百貨店） 新光グループ 55% 保険
泰山グループ 17.5% 食品
光泉グループ 10.25% 牛乳
3 太平洋崇光（百貨店） 遠東グループ 100% 紡績ほか
4 漢神（百貨店） 漢陽建設ほか 95% 建設
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 一方で、地場企業と合弁会社を設立しての出店ではなく卖独出店としてイオングループ





























- 65 - 
 日系百貨店で最も早く進出した太平洋崇光は、1986 年に合弁会社を設立し、１号店を翌
年の 1987 年に開店しているが、当時の台湾百貨店は、現存する老舗の台湾地場百貨店であ
る先施百貨（1900 年設立）を筆頭に、遠東百貨（1967 年設立）、欢欢大眾（1972 年設立）、
大統百貨（1982 年設立）、中興百貨（1985 年設立）、明曜百貨（1987 年設立）などの日
系百貨店と比べて平均売場面積も狭く、前近代的な商品の品揃えや陳列などの小売技術も
未発達である中規模百貨店が多かった。その後、1990 年代になって、ようやく太平洋百貨
（1991 年）、中友百貨（1992 年）、誠品（1993 年）、統領百貨（1996 年）、衣蝶百貨（1996
年）、友愛百貨（1997 年）などの地場新興百貨店が開店し、台湾の都市部における百貨店
の乱立が始まった。 
 このような 1980 年代半ばから 1990 年代までの台湾百貨店事情のなかで、日系百貨店は
出店を開始し、競争優位を発揮してきたと考えられる。しかし台湾百貨店の台湾人口規模
に対する店舗数は、2009 年現在で台湾総人口 2,312 万人(107)に対して为要店舗としての 54














































出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、65 ページから抜粋修正加筆。 
 
 







































































社 PB 開発、独自の物流会社保有など多岐に渡る現地化が行われている。日系 CVS が直面
している店舗差別化の問題は、競合相手とのチェーン展開における品揃え部分と低価格販


























































CVS と略称）の業界標準化を、日本の CVS システムを導入することで始めている。本章
では、金（2008）氏にならい、小売技術を大きく「技術依存型小売ノウハウ」と「管理依
存型小売ノウハウ」として捉え(113)、日系小売企業の保有する小売ノウハウが組織学習に
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図４-１ 金氏の小売ノウハウの海外移転モデル 
          強 
小売ノウハウを規定す 
る決定要因の依存度 
     文化構造 
     経済過程 
   企業内外諸組織 
              弱 
                  可能（適用）   マニュアル化の度合い     不可能（適応） 
      【技術依存型小売ノウハウ】        【管理依存型小売ノウハウ】 
























































































































る状況において、日系 CVS も加盟店比率を高めながら存在感を増している。 
 このように、外資系小売企業の台湾小売市場への参入は、業態によっても明暗が分かれ
ているのである。表４-３で、为な日系小売企業の台湾出店業態の状況を確認しておくこと










注：店舗数、売上高は 2010 年４月現在、企業設立年等は筆者企業ヒアリング調査データに基づく。 




















順位 店舗名 業態 店舗数 売上高（億元） 企業設立年 出店年
1 新光三越 百貨店 18 658.00 1989年 1991年
2 全家便利商店 CVS 2,450 392.05 1988年 1988年
3 太平洋崇光 百貨店 8 353.00 1986年 1987年
4 漢神 百貨店 1 79.00 1989年 1995年
5 松青商業 SM 82 51.33 1986年 1987年
6 大葉高島屋 百貨店 1 49.84 1992年 1994年
7 統一阪急 百貨店 1 不明 2006年 2007年


















































富群超商のサークル K が該当する。また海外の CVS が出店する場合は、やはり独立資本
か、全家便利商店（台湾ファミリーマート）のように合弁形式による出店が多い。 







わば後発組として GMS 業態として参入を果たしたイオンは、イオングループ 100％出資に
て１号店を 2003 年に SC の核店舗として開店、その後２店舗を保有して店舗展開を試みた
後に市場から撤退(141)している。 
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た百貨店ではほとんど扱うことがない PB 商品を取り扱う GMS では、PB の扱いを得意と
する日本本社の商品開発組織の役割が非常に大きいと思われる。 
 ただし、台湾における PB 商品投入の基礎的条件として考えられる以下の項目は、現地
化と関連して重要であろう。第１に、小売企業のストアブランドの忠誠度（信用性）が高
いこと。第２に、PB 商品開発ノウハウが従来から培われており、かつ PB 育成が丹念であ
ること。第３に、商品の企画力と販売促進力の高さにより PB である程度の収益が見込め
ること。第４としての消費者意識という大きな問題（逆に NB 志向が弱い）がある。 
 しかし、台湾イオンでは、現地で PB を調達するまでに店舗数拡大に至らず、実際には
日本から輸入している現実があった。つまり規模の利益を享受することができなかったと
言える。この点は、今後中国大陸への出店に活かされることと推察できる。 
 台湾の CVS は店舗の売場面積が日本のそれと比べて小さい。その理由から取り扱い商品
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化推進の原動力とすることを述べている(144)。 









































































は大類 F に属しており、中類に卸売業（44～45 批発業）と小売業（46～48 零售業）とに
分けられている。 
 まず、ここ最近の台湾商業を把握するために、当局の「工商及服務業企業単位経営概況-
按小行業別分」2001 年および 2006 年のデータから、①事業所数、②従業者数、③販売額を
指標として比較しながら業種の数的分析を行うことにする（表５-１および表５-２）。2001
年と 2006 年とでは、卸売業および小売業の業種別分類が若干異なっていることに注意を払
う必要があるが、2006 年現在、卸売業と小売業における事業所数は 490,184 であり、従業















表５-１ 台湾商業の業種構造（2001 年） 
出 所 ： 台 湾 行 政 院 为 計 処 「 工 商 及 服 務 業 企 業 卖 位 経 営 概 況 - 按 小 行 業 分 別 」
（http://www.dgbas.gov.tw/public/Attachment/542511212371.pdf）より作成。  
 
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
438,238 1,803,945 7,995,693,343
158,148 100.0% 998,673 100.0% 5,435,095,086 100.0%
8,680 5.5% 32,687 3.3% 172,504,004 3.2%
9,927 6.3% 62,679 6.3% 364,372,558 6.7%
15,090 9.5% 109,685 11.0% 490,770,861 9.0%
18,357 11.6% 105,463 10.6% 511,505,203 9.4%
5,573 3.5% 41,989 4.2% 182,105,885 3.4%
8,049 5.1% 51,317 5.1% 222,592,635 4.1%
810 0.5% 5,215 0.5% 21,198,173 0.4%
497 0.3% 3,022 0.3% 20,529,631 0.4%
27,247 17.2% 128,567 12.9% 515,500,804 9.5%
12,234 7.7% 63,252 6.3% 329,077,803 6.1%
830 0.5% 5,770 0.6% 40,801,780 0.8%
30,540 19.3% 233,546 23.4% 1,595,737,701 29.4%
4,120 2.6% 37,682 3.8% 352,900,130 6.5%
10,788 6.8% 87,342 8.7% 506,545,181 9.3%
848 0.5% 9,466 0.9% 27,191,158 0.5%
4,558 2.9% 20,991 2.1% 81,761,579 1.5%
280,090 100.0% 805,272 100.0% 2,560,598,257 100.0%
39,695 14.2% 67,070 8.3% 122,462,870 4.8%
59,709 21.3% 112,767 14.0% 195,408,681 7.6%
30,128 10.8% 80,859 10.0% 189,543,925 7.4%
44,369 15.8% 123,722 15.4% 331,317,444 12.9%
21,467 7.7% 46,747 5.8% 91,487,347 3.6%
16,375 5.8% 45,810 5.7% 108,609,696 4.2%
5,347 1.9% 13,459 1.7% 31,934,062 1.2%
4,887 1.7% 12,140 1.5% 28,268,721 1.1%
4,722 1.7% 11,713 1.5% 28,054,020 1.1%
5,474 2.0% 44,215 5.5% 167,292,471 6.5%
4,531 1.6% 24,762 3.1% 93,658,593 3.7%
19,060 6.8% 85,283 10.6% 441,618,524 17.2%
9,231 3.3% 99,855 12.4% 620,382,967 24.2%
14,584 5.2% 28,443 3.5% 61,846,990 2.4%

































分類（大類・中類・小類） 事業所数 従業者数(人) 販売額(千元)
卸売および小売業
卸売業
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卸売業の 200,320 事業所数に対する小売業の 289,864 事業所数は、日本の卸売業事業所数
と小売業事業所数との比率と比べてみても尐ないといえる。 
実数 構成比 実数 構成比 実数 構成比
490,184 1,877,052 11,586,834,041
200,320 100.0% 1,030,124 100.0% 8,533,647,465 100.0%
2,547 1.3% 12,000 1.2% 72,095,802 0.8%
5,894 2.9% 48,871 4.7% 606,868,077 7.1%
2,837 1.4% 10,661 1.0% 93,356,824 1.1%
27,537 13.7% 114,258 11.1% 738,346,479 8.7%
17,628 8.8% 98,908 9.6% 677,035,101 7.9%
21,580 10.8% 106,343 10.3% 824,130,194 9.7%
9,153 4.6% 55,014 5.3% 305,766,630 3.6%
9,312 4.6% 49,842 4.8% 292,784,771 3.4%
34,228 17.1% 147,539 14.3% 789,446,142 9.3%
12,380 6.2% 53,407 5.2% 386,623,426 4.5%
1,278 0.6% 6,075 0.6% 71,070,258 0.8%
39,613 19.8% 251,396 24.4% 2,998,435,574 35.1%
8,497 4.2% 43,702 4.2% 484,571,197 5.7%
7,836 3.9% 32,108 3.1% 193,116,990 2.3%
289,864 100.0% 846,928 100.0% 3,053,186,576 100.0%
30,200 10.4% 169,700 20.0% 856,493,361 28.1%
79,471 27.4% 157,209 18.6% 312,188,728 10.2%
36,389 12.6% 94,754 11.2% 268,350,883 8.8%
41,693 14.4% 103,665 12.2% 323,314,971 10.6%
24,116 8.3% 56,933 6.7% 141,520,531 4.6%
14,280 4.9% 38,966 4.6% 108,457,193 3.6%
5,718 2.0% 14,723 1.7% 43,255,183 1.4%
5,066 1.7% 40,720 4.8% 248,529,651 8.1%
10,580 3.6% 42,934 5.1% 164,263,763 5.4%
18,509 6.4% 77,987 9.2% 445,019,960 14.6%
20,671 7.1% 36,531 4.3% 60,382,215 2.0%

































































2001年 2006年 増加率(%) 2001年 2006年 増加率(%)
卸売および小売業 438,238(100%) 490,184(100%) 11.9 1,803,945(100%) 1,877,052(100%) 4.1
卸売業 158,148(36.1%) 200,320(40.9%) 26.7 998,673(55.4%) 1,030,124(54.9%) 3.1
小売業 280,090(63.9%) 289,864(59.1%) 3.5 805,272(44.6%) 846,928(45.1%) 5.2
総合商品小売業 9,231(3.3%) 30,200(10.9%) 227.2 99,855(12.4%) 169,700(20.0%) 69.9
分類（大類・中類・小類）
事業所数 従業者数(人)
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れるために、一国の卸売多段階性を正当に評価しえない (148)として、一国の卸売業の定義
や産業構造にも影響されることが指摘されてきた。 
 台湾のケースはどうであろうか。卖純に 2001 年と 2006 年を比較してみることにすると、
2001 年の卸売業の販売額は 5,435,095,086 千元、小売業の販売額は 2,560,598,257 千元で
あり、これより W/R 比率を求めると約 2.12 となる。他方、2006 年の卸売業の販売額を見
てみると 8,533,647,465 千元、小売業の販売額は 3,053,186,576 千元である。同様にこの
数値より W/R 比率を求めると約 2.79 となる。この結果から 2006 年は 2001 年よりも、約




であり、その額は 2,998,435,574 千元と、上述した卸売業合計 8,533,647,465 千元の 35.1
















の小売業販売額は 3,053,186,576 千元であり、12 業種のうち最も高い数値を計上している
のは「総合商品小売業（856,493,361 千元）」ということがわかる。以下「自動車および




















まず 2008 年の売上高は、百貨店が 219,327 百万元、SM が 104,152 百万元、CVS が 200,143
百万元、量販店が 155,995 百万元、その他の業態 110,123 百万元となっており、同年の業
態別売上高シェアは、第１位は百貨店で 27.8％、第２位が CVS の 25.3％、そして第３位
に量販店が 19.8％と迫っている。このデータから台湾における総合商品小売業は、2000
実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率 実数 増加率
2000年 569,571 ― 148,834 ― 74,457 ― 115,113 ― 129,124 ― 102,043 ―
2001年 592,782 4.08 154,746 3.97 76,983 3.39 128,092 11.27 136,671 5.85 96,290 -5.64 
2002年 622,832 5.07 172,411 11.42 75,857 -1.46 141,778 10.69 141,680 3.66 91,106 -5.38 
2003年 650,942 4.51 175,474 1.78 79,842 5.25 153,802 8.48 143,040 0.96 98,784 8.43
2004年 696,872 7.06 198,015 12.85 85,133 6.63 163,768 6.48 139,698 -2.34 110,258 11.62
2005年 717,707 2.99 208,201 5.14 86,842 2.01 178,312 8.88 139,883 0.13 104,469 -5.25 
2006年 738,973 2.96 206,446 -0.84 88,517 1.93 194,095 8.85 142,104 1.59 107,811 3.20
2007年 771,629 4.42 219,702 6.42 95,351 7.72 198,039 2.03 147,352 3.69 111,185 3.13
2008年 789,740 2.35 219,327 -0.17 104,152 9.23 200,143 1.06 155,995 5.87 110,123 -0.96 
業態別シェア
　その他
100.0% 27.8% 13.2% 25.3% 19.8% 13.9%
年＼業態
総合商品小売業 　百貨店 　スーパーマーケット 　CVS 　量販店




数では、百貨店および量販店で 187 店舗（構成比で 1.7％）、SM および CVS で 10,541 店
舗（構成比で 98.0％）とその差は歴然としているが(150)、先ほどの表５-４から同年の総合
商品小売業の売上高に占める大型店（尐数の百貨店および量販店）と小規模零細店（SM
および大多数の CVS）の割合は約 47.5％と約 38.5％となり、やや拮抗した数値が出てく
る。 
 






















百貨店 24 67 0 67 0.6%
量販店 9 120 0 120 1.1%
スーパーマーケット 28 1,355 2 1,357 12.6%
CVS 4 1,287 7,897 9,184 85.4%
SC 21 21 0 21 0.2%
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って、その動向および状況にはバラツキが見られる。 
 台湾における初期の百貨店は 1930 年代に設立されており、建新百貨店（1949 年設立）、
大新百貨店（1958 年設立）の老舗百貨店の開業後、今日の近代的百貨店の礎と考えられる




















注：店舗数は 2005 年 12 月および 2010 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、22、53 ページおよび流通快訊雑誌
社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、24、66 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 2008 年現在で、総合商品小売業のなかでも百貨店は、売上高シェアで 27.8％と最上位の
業態であるばかりでなく、日系百貨店を中心とした小売競争の为導権を握っている。近年、
2004年 2009年 2005年 2010年
1 新光三越 545.80 658.00 13 18
2 太平洋崇光 287.74 353.00 7 8
3 遠東百貨 171.61 223.00 9 9
4 漢神百貨 88.66 79.00 1 1
5 中友百貨 78.08 72.91 1 1
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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による企業設立から始まり出店に至っており、その第１号店の出店は 1989 年 12 月に遡る。
台湾外資系量販店の先駆けは、万客隆（マクロ）（豊群グループとオランダ SHV の合弁に














2004年 2009年 2005年 2010年
1 家楽福(カルフール) 512.00 618.00 37 61
2 大潤発 230.83 408.00 23 24
3 好市多(Costco) ― 245.00 4 6
4 遠百企業（愛買吉安） 172.99 175.79 14 17
5 台糖量販 ― 64.00 4 5
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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 表５-４で示されているとおり、量販店の業態別売上高シェアは 19.8％と、全業態のな



















































注：店舗数は 2005 年 12 月および 2010 年４月現在のデータである。松青商業以外はデータ記載なしにつき





 しかし、この SM 業態は、2008 年現在では業態別売上高シェアが 13.2％となっており（表
５-４）、売上高上位 10 位に位置付けされる大企業は、全聯福利中心の１社のみである。
この全聯福利中心は、1989 年に設立された比較的新しい SM であるが、2009 年の売上高で
2004年 2009年 2005年 2010年
1 全聯福利中心 ― 500.00 273 524
2 頂好恵康 ― 175.00 166 301
3 松青商業 46.53 51.33 72 82
4 台湾楓康超市 ― 37.40 33 41
5 美廉社 ― 26.00 ― 190
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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は 500 億元となっており、近年では中小の SM を吸収合併しながら急激に店舗数を増加さ
せ、2010 年４月現在の店舗数は 520 店舗を超えている（表５-８）。 








 CVS 業態は、SM とは対照的に台湾小売企業のなかで最も高い売上高を誇るセブン-イレ
ブン統一超商を筆頭として、全家便利商店（台湾ファミリーマート）、富群超商（OK 便
利店）の三社の外資系 CVS の店舗で大多数を占め、今日に至っている。また CVS 業態は、
台湾商業の特徴の一つとして業態別シェアにおける売上高では、百貨店に続く業態として
確立しつつある。データ上、高推移でしかも安定的なシェアを保っているようにみられる





表５-９ 台湾における为な CVS の売上高および店舗数（2004～10 年） 





2004年 2009年 2005年 2010年
1 統一超商（7-ELEVEN） 809.30 1482.78 4037 4750
2 全家便利商店（Family Mart） 273.60 392.05 1851 2450
3 莱爾富国際（Hi-Life） 153.00 150.00 1160 1240
4 富群超商（OK便利店） 108.42 101.89 873 835
順位 店舗名
売上高(億元) 店舗数
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り、その調査データと過去３回分（1993 年と 1998 年と 2003 年）の「事業所数」、「従業
者数」、「販売額」を抽出したものが表５-10 である。 
 ここでは、2008 年とそれ以前の５年置きのデータとをそれぞれ照らし合わせながら比較
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してみたい。まず事業所数では 256,133（1993 年）、263,290（1998 年）、291,064（2003
年）、そして 309,154（2008 年）と増加しており、従業者数も 378,698 人（1993 年）、390,487
人（1998 年）、443,797 人（2003 年）、472,708 人（2008 年）と増加していることがわか
る。 
 
























百万元を 2003 年および 2008 年データ卖位である千元に換算した。なお、取扱品目の区分けは 2003 年がよ
取扱品目 事業所数 従業者数(人) 販売額(千元)
生鮮肉類 9,889 16,462 36,995,203
生鮮魚介類 8,929 14,351 29,192,288
生鮮野菜類 23,504 36,101 50,703,600
生鮮果物類 30,684 43,988 65,585,074
軽食類 44,635 76,515 65,220,099
食品類（檳榔を含む） 90,204 138,038 127,943,740
飲料類 26,252 38,358 28,967,191
既製服・被服および布類 25,272 33,807 43,101,798
靴類 5,367 8,138 7,956,826
装飾品・身の回り用品類 11,366 16,563 14,393,398
化粧および衛生用品類 1,837 2,832 2,965,388
小型金属および家用器皿類 4,671 6,980 5,953,661
薬品および医療材料類 1,283 1,957 1,112,114
録音（画）テープ類 1,682 2,584 1,950,703
電器および電料類 1,306 2,329 2,662,790
運動およびレジャー用品類 1,443 2,919 2,460,183
玩具および人形類 1,858 2,860 1,576,450
書籍雑誌および文具紙類 1,827 3,265 2,186,530
その他商品販売類 9,232 13,048 11,749,702
娯楽サービス類 4,648 6,698 3,297,725
修理サービス類 1,526 1,910 954,176
その他個人サービス類 1,739 3,005 1,209,634
2008年総計 309,154 472,708 508,138,273
1993年総計 256,133 378,698 110,392,000
1998年総計 263,290 390,487 155,978,000
2003年総計 291,064 443,797 433,233,337
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り詳しく、1998 年までと 2008 年とでも異なっているので注意を要する。 
出 所 ： 台 湾 行 政 院 为 計 処 「 2008 年 台 湾 地 区 攤 販 経 営 概 況 調 査 」
（http://www.dgbas.gov.tw/public/Attachment/95151750971.TXT）より作成。過去のデータは、台湾行政院
为計処「1998 年台湾地区攤販経営概況調査」（http://www.dgbas.gov.tw/public/Data/4121513411571.txt）お




 この間、事業所数は 53,021 増加し、増加率は 20.70％（1993～2008 年）であり、従業者
数は 94,010 人も増加、増加率も 24.83％（1993～2008 年）となる。続いて販売額では増加
上昇傾向は顕著であり、それぞれ 110,392,000 千元（1993 年）、155,978,000 千元（1998
年）、433,233,337 千元（2003 年）、508,138,273 千元（2008 年）となっている。増加率
は 360.30％（1993～2008 年）へと非常に高い伸びを記録している。 









































































 このように、太平洋崇光（1987 年）の出店を嚆矢として、新光三越（1991 年）、大立伊
勢丹（1992 年）、大葉高島屋（1994 年）、漢神（1995 年）の各百貨店が合弁形式により








 台湾における SM の要は、やはり生鮮食品の取扱いである。というのも、SM にとって
生鮮食品を含む食品・飲料類の販売は、従来から必然的に伝統的小売市場や露天商と競合
関係にあったからである。台湾の消費者購買行動を変えるべく、台湾ではじめて生鮮食品


































































































































 2008 年のデータから、小売業態別では百貨店が 27.8％と最も占有率が高い業態であり、
売上高は年々増加していることがわかる。このデータでは、2006 年と 2008 年にマイナス
成長があるものの、2002 年と 2004 年には二桁の成長を遂げていることが見て取れる。台











ともに 2004 年から 2009 年にかけての売上高は増加傾向にある。このなかでも新光三越は、
2004 年から 2009 年までの５年間で、売上高を 100 億元も伸ばしている台湾最大の百貨店
である。一方で地場台湾百貨店で最大規模を誇るのが遠東百貨であり、紡績業やセメント
業などを母体とする多角化を進めているグループ企業の百貨店である。 
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出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、22 ページおよび流通快訊雑誌社出
版『2007 台湾地区餐飲連鎖曁大型店舗総覧』、2007 年、34 ページおよび流通快訊雑誌社出版『2010 台湾
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注：店舗数は 2010 年４月現在のデータである。 













率は、51％対 49％であったが、2002 年には遠東グループ出資 100％の企業となり、初めて
台湾に出店した日本の百貨店として活動領域を拡大し続けている。なお、１号店が開店し
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公司を 1989 年に設立して、1991 年に１号店を開店させた。 
































































































































 台湾市場における百貨店業態の成長の軌跡は、1980 年代後半から 1990 年代に入ってか






































































 この状況を作り出した大きな要因は、1986 年および 1989 年の外国人投資条例の改正（そ





























































































 一方の SM は、1952 年に「和興行」の支配人が日本から経営経験を積んで帰国後に台湾
で初めてのパン、缶詰、菓子を経営するセルフサービス店を開設してから、1960 年代後半
から 70 年代にかけて開店し始める (196)。2008 年現在、業態別売上高シェアでも 13.2％と
低迷しており（表５-４を参照）、売上高上位 10 位にランキングする大企業は１社しか存
在しない(197)。外資系企業では香港資本の頂好恵康（wellcome）が店舗数も多く知名度は高
い。日系 SM としては、いなげや、カスミ、サミット、丸久などが 1980 年代後半から 1990
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 ⑤開業後 20 年以内の強制収用・買収を行なわないことの保証（ただし、資本総額の 45
％以上出資の場合） 
 ⑥従業員持ち株に関する会社法規程の適用除外（ただし、資本総額の 45％以上出資の場 
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 一方、台湾におけるショッピングセンター（以下 SC と略称）の位置付けは、複合商業
施設として捉えられており、「多数の専門店および飲食店の集合体」という認識が一般的
である。なお SC は台湾当局の業態分類上では、総合商品小売業のうちで百貨店に属して





 台湾の为な SC は、環亜購物廣場、台茂单茨家庭娯楽購物中心、大江国際購物中心、徳
安購物中心、京華城 Living Mall、三僑微風廣場、風城購物中心、TAIPEI 101 MALL、美
麗華百楽園、環球購物中心などである。特に台北市と台北市近隣地区には、規模順に京華
城 Living Mall（204,190 ㎡）、環球購物中心（135,300 ㎡）、美麗華百楽園（125,400 ㎡）、











 台湾にイオンが最初に１号店を開店させたのは 2003 年に遡る。台北市から台湾高速鉄道
（2007 年１月開業）で約 30 分の距離にある新竹市の風城購物中心（Windance ショッピン
グセンター）内である。しかし、同 SC 内に入店していた松屋百貨店の撤退（デベロッパ
ーとしても契約解消）や専門店の不振等の環境変化にともない、この１号店は 2006 年４月
に閉店した。そして１号店開店から約２年後の 2005 年 12 月に２店舗目となる店舗を、今
度は、台北市に隣接している中和市の環球購物中心（Global Mall ショッピングセンター）
内に開店させた。 




























出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、37～38 ページおよび流通快訊雑誌
社出版『2007 台湾地区餐飲連鎖曁大型店舗総覧』、2007 年、53 ページより修正加筆。 
 
 
 このモール型 SC は、デベロッパーである環球購物中心股份有限公司が、イオンモール
株式会社からコンサルティングを受けて開発した複合型大型商業施設である。SC の建物は
地上６階、地下２階という構造であり、アパレル等の専門店、シネマコンプレックス、レ
ストラン等など約 150 店が入店している。 
名称 開店日 敷地面積 総売場面積 建物概要 テナント数
環亜購物廣場 1999年4月 15,133 66,650 地上７階地下２階 約120
台茂单茨家庭娯楽購物中心 1999年7月 ５公頃 196,020 地上７階地下３階 220
大江国際購物中心(中?市) 2001年3月 ５公頃 不明 地上５階地下２階 280
徳安購物中心(台中市) 2001年9月 9,240 118,800 地上11階地下６階 約300
京華城 Living Mall 2001年10月 24,420 204,190 地上12階地下３階 約1000
三僑微風廣場 2001年10月 19,800 75,900 地上９階地下２階 約350
風城購物中心(新竹市) 2003年7月 39,276 341,480 地上12階地下５階 約1000
TAIPEI 101 MALL 2003年11月 524.7 75,900 地上４階 161
美麗華百楽園 2004年11月 24,750 125,400 地上５階地下１階 400
環球購物中心（中和市） 2005年12月 31,020 135,300 地上６階地下２階 約150
耐斯廣場（嘉義市） 2006年7月 11,910 92,796 地上17階地下４階 ―
統一夢時代（高雄市） 2007年5月 50,012 399,300 地上９階地下２階 約500
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 まず出店に先だって、1995 年にイオングループ 100％出資（資本金は３億元）の台湾永
旺百貨股份有限公司を設立することで進出基盤を整えた後に、核店舗の台湾ジャスコ（台
北県中和市中山路三段）として出店した。2006 年現在、台湾ジャスコの売場面積は、直営
部分 15,708 ㎡と専門店 1,963 ㎡(飲食店を含む)から成り(201)、１階フロア半分の約 5,100
㎡と地下１階全フロア約 11,000 ㎡の合計約 16,000 ㎡を有している。全従業員は、日本人
６人（うち２人は研修生）を含めた 356 人（正社員 100 人、パート 250 人）である。 
 そして、「①日本人の商品が受け入れやすい、②市場の可能性」という理由から顧客層













































































































注：店舗数は 2010 年４月現在のデータである。 




外資系小売企業の展開する店舗数は、2010 年４月現在、４社で 108 店舗にもなっている（表
７-２）。 
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年
家楽福 37 47 48 59 62 61
2005年
16 17
大潤発 23 23 23 24 24
4 5 5 6
24
愛買吉安 14 14 14 15
6
台湾ジャスコ 2 1 1 撤退 撤退 撤退
好市多 4



















































 ただし、台湾における PB 商品投入の基礎的条件として考えられる、以下の項目は現地
化と関連して重要であろう。第１に、小売企業のストアブランドの忠誠度（信用性）が高
いことである。PB 商品の販売は店舗の認知度によっても変化する。そこで、ストアロイヤ
ルティの向上は PB の認知度を高め、ひいては PB 商品の売上上昇に貢献すると思われる。 
 第２に、PB 開発ノウハウが従来から培われており、かつ PB 育成が丹念なことである。




 第３に、商品の企画力と販売促進力の高さにより PB である程度の収益が見込めること
である。为とした目的ではないにしろ、第２に指摘した PB 戦略の企画段階において、当
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然ある程度の収益を見込んだ商品開発が行われている。しかし、上述したストアブランド










































 台湾における CVS 発展のポイントは、国民１人あたりの GDP の増加および消費者の購
買行動と関係していると思われるが、今日の近代的販売組織の登場以降、CVS の果たして







存在（プレゼンス）が大きな CVS 業態における日系 CVS の台湾ファミリーマートの出店
プロセスないし事業展開について考察する。 
 そして第２に、台湾資本と外資系資本の競争関係ないし台湾消費者へのアプローチにお
いて台湾ファミリーマートが果たしている役割を論じ、日系 CVS の FC 投資の目的とガバ
ナンス（統治）の特徴を明らかにすることである。 
 第３として、日系 CVS として台湾における CVS の経験則を活かして中国小売市場へ参
入する際の小売ビジネスモデルについて提示したい。 
- 135 - 
第２節 台湾のコンビニエンス・ストアの生成 
 
１．台湾の CVS の出現 
 台湾における CVS は、1977 年に中国農村復興委員会、台北市政府建設局と行政院青年
輔導委員会が設置した「青年商店」(211)がその雛形として知られている。翌年の 1978 年に
は、台湾大手食品メーカーの統一企業が統一超級商業股份有限公司を設立し、さらに翌年
にあたる 1979 年５月に「統一超級商店」を台湾の各都市で一斉に開店 (212)させることで、
台湾 CVS の原型が出来上がった。 
 そして、1979 年 10 月の統一企業とアメリカサウスランド社（現 SEVEN ELEVEN Inc.）
とのエリア・フランチャイズ契約の締結により、翌年の 1980 年２月にセブン-イレブン台












顕著となる。例えば 1988 年には、富群超商（OK 便利店）、全家便利商店（台湾ファミリ
ーマート）、安賓超商（am/pm）(215)、日光便利商店（後に福客多商店〈ニコマート〉）(216)
などの市場参入により、台湾 CVS 草創期における CVS の認知度上昇をもたらすとともに、
台湾流通の近代化および小売国際化へ向けた発展基盤を形成することになる。 
 さらに、翌年の 1989 年からの数年間では、上記の外資系 CVS の市場参入に刺激され台
湾地場企業による CVS の開店が目立つようになる。例えば、1989 年には光泉グループ 100
％出資の莱爾富便利商店（ハイライフ）を筆頭に、台湾巨蛋超商（1989 年、後に中日超商
〈2007 年撤退〉）、翁財記便利商店（1990 年、2006 年撤退）、界陽超商（1991 年、2007
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年撤退）、掬水軒便利店（1991 年）、新東陽便利店（1993 年）などの CVS が次々と開店
する。 
 初期の台湾地場企業による CVS の開店は、台湾消費者への CVS の認知度上昇に貢献す
る部分もあり、その後の近代的店舗の増加には欠かせない存在であった。その特徴として
は、第１に为として食品メーカーによる CVS 事業の展開として位置付けされること。第２
に上記の CVS 以外で、地方に存在する個店のなかには外資 CVS の模倣とも見て取れる店
舗も存在していること。第３に 1990 年代半ば以降、資本力がない CVS は淘汰され現存し
ないなどが挙げられる。 





 1994 年には、台湾糖業グループと日本 Little Link 社の合弁 CVS である台糖密鄰が開店し
ている。後述するように、この 1994 年辺りから台湾の CVS 店舗数増加に関しては質的変化
をともなうことになる。それは、新規参入企業の増加よりも、既存 CVS の FC 化の加速に
よる店舗の増加が顕著となり、1990 年代から 2000 年代後半にかけては、合併・買収をと
もなう外資 CVS と地場 CVS との寡占的競争関係へと発展していく。 
 2010 年４月現在のところ、台湾における CVS の市場占有状況(218)は、①セブン-イレブ
ン（4,750 店舗）、②ファミリーマート（2,450 店舗）、③ハイライフ（1,240 店舗）、④
OK 便利店（835 店舗）の４社による寡占であり、４社の店舗数の合計は約 9,200 店舗を超
えている（表８-１）。 
 
表８-１ 台湾の为な CVS の店舗数推移（2002～10 年） 
注：店舗数は 2002 年から 2009 年までは各年 12 月現在のデータ、2010 年は４月現在のデータである。 
1 統一超商（7-ELEVEn） 3,183 3,464 3,679 4,037 4,402 4,705 4,800 4,750 4,750
2 全家便利商店（Family Mart） 1,302 1,512 1,702 1,851 2,012 2,228 2,326 2,401 2,450
3 莱爾富国際（Hi-Life） 820 916 1,064 1,160 1,261 1,296 1,239 1,245 1,240
4 富群超商（OK便利店） 680 746 804 873 869 818 830 837 835
5 台糖密鄰 122 58 16 20 20 20 20 19 19
合計 6,107 6,696 7,265 7,941 8,564 9,067 9,215 9,252 9,294
2006年 2007年 2008年 2009年 2010年順位 店舗名 2002年 2003年 2004年 2005年
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出所：流通快訊雑誌社出版『2006 台湾地区大型店舗総覧』、2006 年、153 ページおよび流通快訊雑誌社出
版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、141 ページ。 
 
 
 この CVS 上位４社のうち、台湾ファミリーマートだけが毎年店舗数を減らすことなく増
加させている。特に 2007 年から 2008 年にかけては、ニコマートの買収による影響により
著しく店舗数を増加させている。ただし、2002 年から 2007 年までは、毎年 150 店舗近く




 台湾における CVS は、上述の通り、大きくは地場 CVS と外資 CVS に分けることができ
る。特に大手 CVS４社のデータによれば（表８-２）、約 9,184 店舗のうちセブン-イレブ
ン台湾が 52％を超える。セブン-イレブン台湾の店舗のうち約 90％が FC である。一方、
台湾ファミリーマートも CVS４社のうちでは約 25％のシェアをもち、加盟店比率は 91.2
％とセブン-イレブン台湾を上回る。 
 
表８-２ 台湾における为な CVS の売上高および店舗数（2009 年） 
注：設立年、店舗数は台湾連鎖曁加盟協会データ、売上高は流通快訊雑誌社出版データを参照した。なお
店舗数は 2009 年４月現在のデータである。 
出所：流通快訊雑誌社出版『2010 台湾地区大型店舗総覧』、2010 年、26 ページおよび台湾連鎖曁加盟協
会『2009 台湾連鎖店年鑑』、2009 年、107 ページより抜粋修正加筆。 
 
 
 さて、台湾地場 CVS と外資 CVS の差異は、近代的小売技術を駆使しているか否かとい
う指標で判断することも可能であるが、組織的なチェーン化がどの程度進捗しているかと
直営店 加盟店 （率） 合計 シェア
1 統一超商（7-ELEVEn） 1978年 1482.78 494 4,302 89.7% 4,796 52.2%
2 全家便利商店（Family Mart） 1988年 392.05 205 2,119 91.2% 2,324 25.3%
3 莱爾富国際（Hi-Life） 1989年 150.00 361 875 70.8% 1,236 13.5%
4 富群超商（OK便利店） 1988年 101.89 227 601 72.6% 828 9.0%
合計 1,287 7,897 86.0% 9,184 100%
順位 店舗名 設立年 売上高(億元)
店舗数
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いう側面も看過できないであろう。 
 台湾の CVS のチェーンストア化は、1980 年代に入ってから徐々に浸透しており、本格















 いずれにせよ、台湾の CVS のチェーン化は直営店による多店舗展開よりも、FC による
多店舗展開が为流であり、その点は表８-２にも示されている通りであるが、台湾地場 CVS








 ファミリーマートの海外進出は、1988 年の台湾を嚆矢に韓国（1990 年）、タイ（1992
年）のアジアを中心とした進出に引き続き、2005 年７月にはアメリカへ、そして隣国の中
国には、2004 年４月に上海福満家便利有限公司を設立して出店を開始している。また 2009





1997 年には 500 店舗を開店させ、2006 年までの３年ごとに 500 店舗の開店を達成(223)して
いる。 
 ちなみに、最初の店舗を開店させてから 500 店舗を有するまでには９年経過しているが















































 ところで、台湾ファミリーマートは、これまでの台湾 CVS にはない新しいサービスも導
入してきている。例えば、1998 年に台北市で始めた試みは、業界初となる車の駐車料金収
納代行業務である。また翌年の 1999 年にはハイライフ、OK 便利店、福客多便利商店（ニ
コマート）の３社における共同事業と位置付けて、電子商取引事業の運営を開始している。
さらに 2002 年には、新年おせち料理の予約サービスも始めている(228)。2003 年には次世代
POS（販売時点情報管理）の導入を開始するが、同年６月になり台糖グループの台糖密鄰
の 43 店舗を吸収（残りは技術提供）することで、台湾における出店数増加の計画を加速化
させる。そして、2007 年には福客多便利商店（ニコマート）の 157 店舗を買収することで、
より大手４社の CVS の寡占化の進行に拍車をかけている。 
 
２．店頭を支えるシステム 
 上述した台湾ファミリーマート専用の物流会社の設立以外にも CVS 関連事業としては、
台湾ファミリーマート専用の弁当工場の設立がある。ファミリーマートと伊藤忠商事との
共同出資で 2004 年に桃園県に設立された「屏栄食品股份有限公司」である。この会社は弁
当類 72 品目、デザート類 16 品目の生産体制を構築するだけでなく、日本における流れ作
業式の生産工程と衛生管理方法を導入(229)している。 
 CVS にとって要となる分野でもあるファーストフード類に関しては、1999 年に「林口鮮
食工廠」という米飯商品の加工工場を設立して、自社ブランドの米飯 PB 商品の販売にも
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着手した。そして、2001 年には「林口麺包廠」というパン工場を設立することで、台湾フ
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 台湾ファミリーマートの商品構成比から粗利益の低い商品が为力となっていることが確
認できる。この部分だけに着目して、台湾と日本との CVS のビジネスモデルを比較すれば、
台湾での CVS 成功度は低く見積もられがちにならざるをえない。 
 しかし、実は台湾 CVS には商品購入と同時に、各種サービス代行の提供が多く見られる。
それは川端氏も指摘している通り、サービス消費部分が増大しており、宅配便受付、通販
の受け渡し場所、公共料金の代行収納など生活インフラとしての機能を有している (232)。







１．日系 CVS の競争環境変化 
(1)セブン-イレブン台湾の影響 
 台湾ファミリーマートにとっての最大の競争相手は、セブン-イレブン台湾である。統一




 台湾ファミリーマートよりも 10 年近く先に１号店を出店し、台湾の流通事情や流通構造
を熟知したセブン-イレブン台湾の初期のアドバンテージは、店舗数の多さ（1988 年段階





































２．日系 CVS の国際化とその視点 
(1)小売経営における国際化の視点 
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 台湾 CVS の最大手である統一超商は、親企業である統一企業グループの国際化や多角化
の一環として、CVS を筆頭に百貨店、飲食業、ドラッグストアなど多様な業態展開を進め
ている。一方で、台湾ファミリーマートは、日本ファミリーマートの海外進出の一環とし
て CVS 関連事業の多角化を意図しており、進出業態の多角化は見られない (238)。 
 ファミリーマートは、日系 CVS のなかで最も海外展開を進めている企業であり、2010
年２月末現在では、日本国内店舗 7,688 店舗に対して海外店舗数 8,101 店舗と国内店舗数
よりも海外店舗数の方が上回る(239)。 
 進出国は進出順に台湾（1988 年・合弁→2002 年株式公開）、韓国（1990 年・FC→合弁






































て 2001 年に入り CVS の喜士多（潤泰）、翌年の 2002 年には 88 優質連鎖（統一企業）、
2004 年にはドラッグストアの康是美（統一企業）、2005 年には遠東百貨（遠東・太平洋崇
光）など(243)が挙げられる。 
 このように 1990 年代後半より、外資系企業として台湾へ市場参入した小売企業が、隣国
の中国へと出店を加速している。中国における参入形態（参入モード）は 100％独資か合
弁である。 
 ファミリーマートも 2004 年７月に上海市で中国における１号店を出店しているが、2008
年現在の出資比率は、China CVS（Cayman Island）Holding Corp.が 65％、中国地場企業の


















  2004年５月：上海福満家便利有限公司（上海ファミリーマート）の設立 
  同年７月：第１号店開店 
  2006年９月：広州福満家便利有限公司（広州ファミリーマート）の設立 
  2007年７月：蘇州福満家便利有限公司（蘇州ファミリーマート）の設立 
  2008年５月現在：店舗総数は147店舗（上海126店舗、広州11店舗、蘇州10店舗） 
  2010年２月末現在：中国における総店舗数は359店舗へと拡大 
 





第５節 日系コンビニエンス・ストアの戦略的 FC 投資の是非 
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本部（本国） 
         エリア本部 
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          ダイレクト・フランチャイジング 
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 したがって、日系 CVS の本部が契約対象としている進出先国の本部であるマスター・フ







            ライセンシング  ＜  フランチャイジング  ＜  直接投資 
【組織管理・統制の容易度】 














ジネスモデルが異なっている。当然 RC も FC にもデメリットは存在するが、CVS におい
ては RC による直営店方式よりも FC によるロイヤルティ（商標使用権ならびに技術指導
料）収入のメリットは大きいと思われる(249)。 
 日本における売上高上位の CVS のほとんどが FC 方式を採用しているが、これが海外出
店する場合は、初期には直営店方式と FC 方式の両者が入り交じって展開するところに特
徴が見られる。その後、店舗数増加とともに FC 比率が徐々に増加することは、今回の事
例研究である台湾ファミリーマートでも他の CVS でも同様の傾向が認められる。 
 本部による加盟店への統制は、便宜上、統治（ガバナンス）として捉える方が理解しや
 


























富群超商（OK 便利店）となっており、外資 CVS の上位集中市場である。 















































と千葉薬品の合弁企業であるヤクー（雅客）の出店は 1985 年に遡る。その後、1986 年の
フレッセイ（松青商業）が続き、1988 年にはいなげや（裕毛屋）、サミット（善美的）な
どの中堅スーパーの出店が 1980 年代後半のしかもごく短い期間に集中的に行われ、日系食
品スーパーの出店は日本のバブル期と重なる 1980 年代でほぼ終了する。 
 食品スーパーに続いて出店を開始したのが百貨店である。1987 年に１号店を開店させた
のが太平洋崇光である。1980 年代に出店したのは太平洋崇光のみであるが、百貨店の台湾
への本格的出店は 1990 年代になってからである。1991 年の新光三越に始まり、1992 年に
大立伊勢丹、1994 年の大葉高島屋、1995 年には漢神が相次いで出店しており、最も遅い進
出は統一阪急の 2007 年である。また総合スーパーのイオンは、2003 年に新竹市のショッ








いる百貨店ということになる。また、表終-１には載せていないが、1984 年に統領百貨お  
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３．出店・撤退時期に差異が生じた根拠 




























うことになるであろう。日本では 1973 年に大規模小売店舗法が制定され、1978 年の同法















あるいは金融投資熱の上昇を中心とした小売分野での海外直接投資 FDI（Foreign Direct 
Investment：以下 FDI と略称）が増加した。1980 年代の半ば以降、日本の対外 FDI は増加
（1989 年には 662 億円に到達）するが、1990 年代初めには、日本がバブル経済崩壊期を迎
えたこととも重なり対台湾への FDI は減尐し、その後に増減を繰り返す(256)。また、業種
別では 1989～92 年までの４年間で商業への投資件数および投資金額は、ともにトップとな
り、その間に商業は 1994 年、1996 年、1998 年と各年で最上位業種となり、2003～04 年に
は再び件数で最上位業種となっており、さらに 2004 年には投資金額で最上位業種、1990
年以降２番目に高い投資金額を記録する(257)。 































れは、アジアにおける NIES や ASEAN 諸国に輸出指向型の工業化やその進展と関係してい
る。その経緯を以下で尐し述べてみよう。 















が発表されている。さらに 1988 年の証券取引法改正、1989 年の銀行法改正、外国人投資
条例改正により台湾への対外 FDI は、1987 年を境に急激に拡大する。 
 引き続き 1990 年代になると、第 10 次経済建設計画（1990～93 年）は、半ばにして国家































 アジア市場では、ヤオハンが 1974 年という早い段階からシンガポールに出店しており、
その後に香港（1984 年）、マレーシア（1987 年）と続いて出店した。大手のイオンは 1985
年にタイ、マレーシアにそれぞれ１号店を開店させた。一方で中堅食品スーパーでは 1983
年にマレーシアにミキサワ、1985 年にはタイにフジ・スーパーが出店するが、台湾におけ
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 台湾に太平洋崇光百貨股份有限公司が設立されたのが 1986 年である。翌年の 1987 年 11
月に１号店が台北市忠孝東路に開店した。その後順調に店舗数を伸ばしているが、2002 年
に遠東グループ出資 100％の企業となった。新光三越百貨股份有限公司は 1989 年に設立さ










プ 100％出資の台湾永旺百貨股份有限公司の設立から始まる。１号店の出店は 2003 年、新
竹市の風城購物中心（Windance ショッピングセンター）内であった。しかし、１号店は
SC 内に同じく入店していた松屋百貨店の撤退、専門店の不振等により閉店を余儀なくされ
た。2005 年には中和市の環球購物中心（Global Mall ショッピングセンター）内に２号店

































有限公司を設立して、台湾市場へ参入したのが 1988 年８月である。 
 同年に１号店を開店させており、今日では台湾に進出した日系小売企業として、新光三











































注：出資比率は 1998 年以降、国産汽車の財政悪化によって変化している。 
  データ等の一部は鍾淑玲「台湾市場における小売国際化」向山雅夫・崔相鐵編『小売企業の国際展 
 開』中央経済社、2009 年７月、144 ページ、および流通快訊雑誌社『2010 台湾地区大型店舗総覧』、 
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売対象を台湾消費者としている以上、台湾地場百貨店および台湾日系百貨店との対峙は避
けられないことを意味する。 
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